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都市と街区の間の空間スケールである「街区群」の単位で低炭素性能を評価するモデルシステムを開発

し，それを用いて目指すべき街区群デザインを具体的に提示するとともに，現況ストックからそこに向か

うためのプロセスを検討するための方法論を提示した．名古屋市都心部に位置する中区錦二丁目の長者町

地区を対象として詳細な空間データベースを構築し，ケーススタディを実施した結果，CO2排出量を削減

しつつQuality of Life（QOL）を高めるためには，建物単独での技術導入だけでなく，街区群全体での計画

的な更新が求められることが明らかとなった．また，建物更新を先送りした場合について検討を行った結

果，技術開発の進展により高性能な技術の導入が可能となる一方，古い建物が残存することで，総CO2排

出量やQOL水準は低下することを明らかにした． 
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1.  はじめに 

 

低炭素社会を実現する一つの方法として，集約型都市

構造への転換が注目されている．その基本的な考え方は，

費用的にも環境的にも非効率な地区から利便性の高い都

心・近郊部へと移転を進めるものであるが，集約する地

域をどのようにデザインするかについては，いまだ議論

が十分となっていない．人口増加に伴い，居住環境の大

幅な劣化が起きる可能性もあり，居住者への大幅な生活

レベルの低下を強いる可能性も想定される．集約型都市

構造への転換を円滑に進めるためには，居住者の生活の

質を確保しながら，着実に低炭素を実現できる空間構成

を目指すことが重要であり，地区レベルでの低炭素性能

を，居住者から見た住みよさと，維持管理や更新にかか

る費用，CO2排出量の面からバランス良く発展させてい

くことが求められる． 

他方，東日本大震災以降，太陽光発電や電気自動車等

を中心に，エネルギーや建築，交通などの分野において，

低炭素社会実現に資する要素技術の発展が進んでいる．

しかし，これら要素技術の低炭素性能は，それが適用さ

れる状況に伴って大きく変化する．全ての技術が性能を

十分に発揮しうる状況が実際の社会で成立している保障

はなく、むしろ相互に矛盾している可能性も考えられる．

逆に，各技術を相性良く組み合わせることによって，単

独導入の単純合計よりもはるかに大きな効果を発揮する

こともありうる．すなわち，各技術をどのように組み合

わせることが効率的であるか，あるいは各技術がその性

能を十分に発揮できるための都市構造とは何かを検討す

ることが必要である． 

以上の背景を踏まえ，本研究では，集約型都市構造等

の議論が進む「都市」と，各技術の開発や導入が進めら

れている「建築」「街区」の間の空間スケールとして，

関連の深い複数街区を一体として扱う「街区群」を対象

に，2050年までの建築物の更新状況を予測し，各活動に

おけるCO2排出量や費用，居住者の生活の質を評価でき

るモデルを開発する．また，開発されたモデルを用いて

名古屋市の都心地区を対象にケーススタディを実施し，

将来的に人口の集約を進める街区群として目指すべきデ

ザインや，そこに至るまでのプロセスの検討を行う． 

  

2.  低炭素街区群の事例と既往研究のレビュー 

 (1)  低炭素街区群の事例 

スマートグリッドの概念が紹介されて以降，日本にお

いても街区や建築物のスマート化に関する技術開発が進
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められ，それらの技術を実証するためのモデル地区が建

設されている．これらの実証地域では，低炭素技術が導

入された住宅やインフラの整備が進められているものの，

その目的は新技術の効果実証にあり，都市の大部分を占

める既存市街地への展開を視野に入れたものとはなって

いない．今後も低炭素技術の導入を売り物とした市街地

開発が進むことが想定されるが，現在より市街地を拡大

すれば，結果として既存市街地の衰退を招き，その地区

の非効率化をもたらす可能性を孕んでいる．地域の低炭

素化と都市構造の集約を同時に達成していくためには，

既成街区群を対象として，既存の建築物の更新に合わせ

た段階的な導入を検討する必要がある． 

 

(2)  既存の低炭素性能評価システム 

都市の低炭素性能を評価する方法はこれまでも国内外

で研究・開発が進められてきた．日本のCASBEE-まちづ

くり3)や北米のLEED for neighborhood development4)，英国の

BREEAM5)が代表例である．これらは，地区デザインを

決定する上で想定される居住性能や環境性能について，

詳細なチェックリストを設けて評価・認証する仕組みで

あり，実際の開発計画と連動している点で大変有効であ

る．しかし，計画・設計レベル（つまり，既に開発や施

策を実施することが決定している段階）で適用されるこ

とが想定された評価システムであるため，個々の技術導

入やデザイン上の配慮などのアウトプット指標を中心と

しており，開発の結果としてもたらされるアウトカムが

把握できない．既存街区群を対象したまちづくりの構想

段階においては，施策を行うべきか否か，どのような施

策を組み合わせるべきか，といった判断を可能とすると

ともに，その結果もたらされるアウトカムによる評価を

可能とするシステムが必要である．また，本研究が想定

している既存市街地における導入・更新を検討する上で

は，一時点の開発のみにおける環境性能を評価するので

はなく，時系列的な推移の把握が求められる．  

以上を踏まえ、本研究では段階的な建物の更新に合わ

せ，時系列的にどのような施策・技術を導入していくか

を検討することを可能とすることを目的に，将来の建物

更新の状況を動的に予測し，それに合わせた更新プラン

を提示，評価できるシステムを構築する． 

 

3.  トリプルボトムラインによる低炭素性能評価

システムの構築 

 

(1)  評価システムの全体構成 

低炭素性能評価システムの全体構成を図-1に示す．本

研究で開発される低炭素性能評価システムは，時系列的

な推移を把握するために必要な，将来の建物更新を予測

する1)街区群時系列デザインモデル，街区群の低炭素性

能を，社会・経済・環境のトリプルボトムライン

（TBL）6)の観点からそれぞれを評価する2)トリプルボト

ムライン評価システムから構成される． 

 

(2)  建物更新予測モデル 

a) 既存建物の更新予測 

既存建物の更新予測には，実際の個別建築物の建替時

期を予測することは困難であるため，モンテカルロ法を

利用した更新予測モデルを構築した．具体的には，小松

ら7)が算出した，築年数a を説明変数とする建物構造c
の残存率関数  ,cR t a から，t 年において建物i が残存

している確率  , ,i cP t a を式(1)のとおり算出し，１年ご

とのシミュレーションを実施することで，地区内の建物

更新状況を予測できるモデルとした． 

     , ,1, 1 , ,i c c i cP t a R t a P t a     (1) 

 

b) 更新時における低炭素技術導入の考え方 

新たに建設される建物においては，その建設時期に応

じて導入できる低炭素技術の水準が異なる．具体的には，

建物の断熱性，太陽光発電パネルの発電効率，燃料電池

の発電効率等である．そのため本研究においては，今後

の低炭素技術の技術革新について，国等の策定している

既存計画8) 9) 10)から表-1のとおり整理した上で，新たに建

物が建設される場合，その時点における最新の性能を持

った技術が導入されるものと想定した． 

 

(3)  生活の質（QOL）評価モデル 

本研究では，居住者が居住地から享受できる都市サー

ビスを，「生活の質（QOL : Quality of Life）」によって評

価する．QOLは居住地区における環境の物理量と，そこ

に居住する個人の主観的な価値観によって決定されると

し，その構成要素を加知ら11)を参考に，空間使用性

（LU: Land Usability），景観調和性（LS: Landscape），自

然環境性（NE: Natural Environment），局地環境性（LE: 

図-1 低炭素性能評価システムの全体構成 
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Local Environment）の4つの機能からなる「居住環境向上

機会（AM : Amenity）」と定義した（表-2）． 

このAMに，居住者のQOLに対する価値観を表す重

みwを乗じたものをQOL値と定義し，式(2)に示すよう

に定式化した． 

 

 ,QOL f AMw    (2) 

 

また，居住者の価値観を表す重みパラメータは，コン

ジョイント分析により推定した．住民アンケート調査に

よって2つの属性プロファイルを有する居住地を示し，

どちらがより好ましいかの選好結果を取得した上で，ロ

ジットモデルを仮定してパラメータの最尤推定により

wを特定した．なお，アンケート調査において各居住

地の地震による死亡リスクを合わせて提示することで，

AMの各要素と生存年数との相対的な重みを推定した．

これによって，QOL値を医療分野において多くの適用事

例がある「生活の質により調整された生存年数(Quality 

Adjusted Life Year：QALY)」12)の単位に統合して用いた． 

 

(4)  CO2排出量評価モデル 

環境面では，対象地区内で生活・維持管理する上で必

要な活動を行う上で発生するライフサイクル全体での

CO2排出量を評価の対象とする．具体的には，インフラ

や建物の建設から廃棄までの各段階におけるCO2排出量

2

b
COE ，民生（家庭，業務）におけるCO2排出量

2

e
COE ，

交通活動におけるCO2排出量
2

t
COE を対象とし，標準的

な設計や統計データを用いて，表-3に示すスケールベー

スを1単位として，それぞれの原単位を整理した13) 14)．ま

た，建築物・インフラのライフサイクル各段階の活動年

次にそのまま環境負荷が発生するものとし，式(3)を用

いて算出できるものとした． 

2 2 2 2

, ,

b e t
CO CO CO CO

b e t
x l x l y y z z

x l y

E E E E

e X e A e L

  

        (3) 

ここで， ,
b
x le ：インフラ・建物種別 x の段階l （建設，

維持管理，廃棄）における単位量あたりCO2排出量，
e
ye ：民生におけるエネルギー種別 y の単位量あたり

CO2排出量，
t
ze ：交通機関 z のトリップ1kmあたりCO2

排出量， ,x lX ：各インフラ・建物の段階l の存在量，

yA ：エネルギー種別ごとの使用量， zL  ：対象地区内

において発生する交通機関別年間トリップ長． 

このうち，エネルギー消費量については，各建物にお

ける低炭素技術の内容によって，値が大きく変わること

が想定されるため，建物用途（業務・商業・住宅等）と

エネルギー需要用途（冷暖房，給湯，電力）ごとのエネ

ルギー需要特性15)から，建物別に時間別月別エネルギー

シミュレーションを実施することで yA を算出した． 

表-3 インフラ・建物、民生、交通の検討スケール 

分類 検討対象 スケール 

インフラ 道路 道路面積(㎡) 

上水道 管路延長(m) 

下水道 管路延長(m) 

建物 木造 延床面積(㎡) 

非木造 延床面積(㎡) 

エネルギー 電力 電力消費量(kWh) 

都市ガス ガス消費量(㎡) 

交通  トリップ長(km) 

 表-2 各AM要素の概要と算出方法 

機能 環境要素 評価内容 測定指標 概要及び算出方法

私的空間 住宅のゆとり
１人あたり

占有延べ床面積

１人あたりが私的に占有できる面積であり，各住宅延床面積から1世帯に必要

な住宅設備面積(15㎡と仮定)を減じたのち，世帯人員で除したもの．

公的空間 街路の柔軟性 ln(飲食店・商店数) 街区群内（歩いて通える範囲）に存在する飲食店数，商店数．

景観

調和性
公的空間 街並みの連続性

第一建築タイプ

面積割合

街区群内で最も多い建築物タイプ（形式および用途）が占める敷地面積を，

街区群全体の面積で除したもの．

私的空間 敷地内の緑 緑地占有性
個人が管理・利用できる屋外空間の有無．一戸建てなど独占的な領域の場

合は1，共有庭の場合は0.5，全く敷地内に緑がない場合は0としている．

公的空間 屋外の開放感 オープンスペース率
街区群におけるオープンスペース（広場、歩道、中庭など人が入れる屋外ス

ペース）が占める面積を，街区群内全体の面積で除したもの．

私的空間 日あたりのよさ 平均日照時間
居住用途の建築物が日照を確保できる平均時間数．春分における各建物の

日照時間を3Dシミュレーションにより算出．

公的空間 外の過ごしやすさ ８月の外気温度 8月における平均最高気温．気候値メッシュ統計より算出．

空間

使用性

局地

環境性

自然

環境性

表-1 本研究で想定する低炭素技術の将来値の例 

技術 性能指標 2010年 2050年 

太陽光発電 発電効率 16% 40% 

燃料電池CGS 発電効率 32% 40% 

建物断熱性 Q値 1.9 1.0 

電気自動車 電費 10km/kWh 12km/kWh 

LED 発光効率 100 lm/W 200 lm/W 

エアコン COP(冷／暖) 4.0/6.0 8.0/12.0 
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(5)  市街地維持更新費用評価モデル 

経済面では，対象地区内で活動を行うにあたりライフ

サイクル全体で発生する費用を評価の対象とする．CO2

排出量と同様に，インフラや建物の建設から廃棄までの

各段階における費用
bC ，民生（家庭，業務）における

費用
eC を対象とし，原単位を整理したうえで16) 17) 18)，

式(4)を用いて算出できるものとした． 

 

, ,

b e

b e
x l x l y y

x l y

C C C

c X c A

 

       (4) 

ここで， ,
b
x lc ：インフラ・建物種別 x の段階l （建設，

維持管理，廃棄）における単位建設・存在量あたり費用，
e
yc ：民生におけるエネルギー種別 y の単位活動量あた

り費用． 

 
3.  名古屋都市圏を対象としたケーススタディ 

(1)  ケーススタディ地区の概要 

構築したモデルを用いて，名古屋市の都心地域である

長者町地区（中区錦二丁目）を対象に，ケーススタディ

を実施した．長者町地区は，古くは繊維問屋として栄え

た地区である一方、近年においてはスモールビジネスや

飲食店，マンションが増加している地域である．しかし，

小さな敷地に建物がひしめき合っていることから，現状

においては居住地域として必ずしも望ましい状態とはな

っていない．今後，名古屋市が集約型都市構造を目指し

ていく上では，居住地としても望ましい状態への転換が

求められている． 

 

(2)  分析シナリオの設定 

分析を行う上では，2050年まで現在の建物がそれぞれ

自由に建替を行う「なりゆきシナリオ」と，建築年数が

近い建物同士の更新を街区単位でまとめて実施する「共

同更新シナリオ」の2ケースを設定した（表-4）．また，

更新時期をコントロールすることで，低炭素性能への影

響がどの程度期待できるかの感度分析を実施するため，

共同更新ｼﾅﾘｵにおいては，建替が10年早く発生する場合

と，10年遅くなる場合とを合わせて分析した． 

全てのケースにおいて，2050年までの名古屋市の目指

す集約型都市構造への目標設定を踏まえ，世帯数変化は

2010年比で1.8倍，就業者人口は1.4倍とした． 

その他、共同更新シナリオの作成にあたっては，以下

の観点を考慮した（図-2）．  

・居住世帯あたり，就業者あたりに占める延床面積の

割合はなりゆきシナリオと同様とした． 

・対象地域のまちづくり方針に従い，外側街区に商

業・業務用途，中心部に住商混在の用途を配した． 

・住商混在地域において，容積率300%以下を中庭型，

300%を超える建物をタワー型として計画した． 

・新たな建物に居住する住民はカーシェアリングシス

テムを利用するものと仮定した． 

・従来の建築物の過半数が建て替わると同時に新たな

建物への更新が発生するものとした． 

・世帯構成を単独世帯中心から，2～3人世帯を増加さ

せた． 

 

(3)  建物更新の予測結果 

各シナリオにおける10年間隔での更新予測結果の例を

図-3に示す．なりゆきシナリオでは，更新後も同一の場

所に建物が建設されるため，40年を通じて段階的に建替

が発生する．また，限られた敷地で現在以上に延床面積

を確保することが必要であるため，現在以上に建物のボ

リュームにばらつきが発生し，凹凸の大きい空間構成と

なる可能性が懸念される．一方，共同更新シナリオでは，

まとまった敷地を確保するために一定の時期を要するこ

とから，2020年までの10年間においては建物の滅失のみ

  

図-2 共同更新シナリオの計画イメージ（俯瞰図及び立面図） 

表-4 各シナリオで導入を検討する施策 

分野 なりゆきシナリオ 共同更新シナリオ 

建築設備 

○断熱性、通風性能 

○ｺｰｼﾞｪﾈﾚー ｼｮﾝ 

○太陽光発電 

○蓄電池、蓄熱槽 

同左 

土地利用 ー 

○街区群内土地利用の 

 ゾーニング 

○平均世帯人員の増加 

 （２～３人世帯割合増加） 

空間構成 ー 

○街区単位での共同更新 

○北側建物の高層化 

○オープンスペース等の確保

（中庭型、タワー型建築） 

交通 ○電気自動車 
○電気自動車 

○カーシェアリング 
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が発生し，2020年から2030年頃にかけて建物の更新が集

中することが予測される． 

 

(4)  低炭素性能の評価結果 

a) 生活の質（QOL）の算出結果 

なりゆきシナリオ，共同更新シナリオのQOL算出結果

を図-4に示す．なりゆきシナリオでは，現状から徐々に

QOLが低下し，2010年の1.00から2050年には0.97となる一

方，共同更新シナリオでは， 2020年頃からQOLが大幅

に向上し2050年には1.26となる． 

2050年におけるQOL増減の内訳を図-5に示す．なりゆ

きシナリオにおけるQOL低下は，特に街区景観の連続性，

日照時間による影響が大きく，無秩序な更新が，街区群

全体の住みよさを損なうことに大きく影響している．一

方，共同更新シナリオでは，計画的な空間構成によりオ

ープンスペースや緑の確保，景観，日照時間が向上した． 

なお，建物更新を全体的に10年遅めた場合においては，

2050年時には古い建物が残存し，それがQOL低下に影響

している． 

b) CO2排出量の算出結果 

2010年時の状況，なりゆきシナリオ，共同更新シナリ

オの2050年時の1人あたりCO2排出量算出結果（業務・建

設部門を除く）を図-6に示す．民生や交通では低炭素技

術の導入により，なりゆきシナリオにおいても大幅な

CO2排出量の減少が期待でき，2010年と比較して民生で

約56%，交通においては約85%が削減できる．さらに，

共同更新することで，用途混在と共同更新によるエネル

ギー需要の平準化・効率化，カーシェアリングの導入な

どにより，なりゆきシナリオから更に約8%（両部門

計）削減できる．インフラや住宅建設，維持管理により

発生するCO2排出量は，地区内人口の増加と土地利用の

効率化（延床面積あたり人口の増加）により，1人あた

りCO2排出量が減少している．全体で，2010年からなり

ゆきシナリオで60%，共同更新シナリオで65%の削減が

期待できる． 

次に，2010年から2050年にかけての1人あたりCO2排出

量の推移を図-7に示す．なりゆきシナリオにおいては，

2050年に向かってなだらかにCO2排出量が減少傾向とな

っている一方，共同更新シナリオでは，建物の滅失が先

行する2020年まではCO2排出量が増加し，その後急激に

CO2排出量が減少する．そのため，40年間の総CO2排出

量では共同更新のほうが大きくなっている． 

また，更新時期を10年早めた場合と遅めた場合では，

共同更新シナリオの推移を10年間スライドさせた傾向と

なっている．しかし，地区の土地利用配置状況が同等と

2010 2020 2030 2040 2050

 

図-3 建物更新の予測結果(10年単位) 
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図-4 QOLの推移(2010年～2050年) 
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図-5 QOLの内訳(2050年，各シナリオ) 
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図-6 シナリオ別の1人あたりCO2排出量比較結果  
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なる10年単位でそれぞれのCO2排出量を比較すると，更

新を遅めた場合の方が新しい技術導入が進み，他のシナ

リオよりもCO2排出量が小さい．  

c) 維持更新費用の算出結果 

シナリオ別の維持更新費用（業務・建設部門を除く）

算出結果を図-8に示す．CO2排出量と同様の傾向で推移

しているが，各シナリオ間での2050年次の費用のばらつ

きは大きく，なりゆきシナリオと共同更新シナリオとで

1万円近くの差がみられる．また，建物更新を10年早め

た場合，現在と同水準の建物では，築年数に応じて維持

管理費用が大きくなることから，共同更新を実施した場

合においても，2050年ではなりゆきシナリオと同程度の

費用が生じる． 

 

4.  おわりに 

本研究では，既存街区群に対して，築年数などの実デ

ータから建物更新を1年間隔で予測し， TBLの観点から

評価するモデルを構築した．これにより，既存街区群を

計画的に低炭素化していくために必要な時系列でのデザ

インを計画することが可能となった．また，ケーススタ

ディにより得られた知見は以下のとおりである． 

・高度利用地区においては，敷地ごとの建替よりも，

街区単位での建替のほうが住民のQOL向上に寄与し，

CO2排出量や費用削減も可能となる． 

・共同更新を実施する場合，一時的な未利用地の増加，

建替時期の集中が予想され，街区全体での計画的

な更新プロセスの立案が重要となる． 

・更新時期を早めた場合のほうが，遅らせた場合より

もCO2排出量や費用の削減が早期に実現する． 
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図-7 1人あたりCO2排出量の推移 
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